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議会事務局職員出席者

議 事 課 参 事 髙 橋 究 君

議 事 課 主 幹 阿 部 厚 次 君

同 増 川 真 一 君

議 事 課 主 査 水 口 まち子 君

同 土 屋 保 真 君

同 栂 尾 哲 矢 君

同 福 士 元 啓 君
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午前10時２分開議

○浅野貴博委員長 これより本日の会議を開きます。

報告をさせます。

〔水口主査朗読〕

１．分科正・副委員長について、

第１分科委員長に 宮 下 准 一 委員

同 副委員長に 木 葉 淳 委員

第２分科委員長に 渡 邊 靖 司 委員

同 副委員長に 宮 崎 アカネ 委員

第３分科委員長に 滝 口 直 人 委員

同 副委員長に 渕 上 綾 子 委員

がそれぞれ当選した旨、報告がありました。

１．本日の会議録署名委員は、

宮 崎 アカネ 委員

海 野 真 樹 委員

であります。

１．先 議

○浅野貴博委員長 それでは、付託議案のうち、令和７年度補正予算に係る議案につきまして先

議をいたします。

議案第61号ないし第74号を一括議題といたします。

質疑並びに質問の通告がありますので、順次、発言を許します。

黒田栄継君。

○黒田栄継委員 おはようございます。
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質問に先立ちまして、先月、２月26日、同僚議員の角田一道議が御逝去されました。心より御

冥福をお祈り申し上げますとともに、角田先生の分までしっかりと、今後、議論に臨んでいきた

いというふうに思います。

それでは、自民党・道民会議を代表いたしまして、質問をさせていただきます。

通告に従いまして、令和７年度最終補正予算について、順次質問してまいります。

初めに、今年度の財政運営に関し、まず道税についてであります。

このたびの補正予算では、道税収入について、過去最大となる約7071億円と見込み、130億円

を増額計上しています。昨年に引き続き、当初予算からの増額補正となっていますが、道は、今

回の税収増の要因についてどのように分析しているのか、お伺いいたします。

○浅野貴博委員長 税務課長内見和幸君。

○内見税務課長 道税収入の増加要因についてでありますが、令和７年度の当初予算額は約6941

億円を計上したところでありますが、今回提案した補正予算では、個人道民税は、賃上げによる

個人所得の増加に加え、株式の配当所得や譲渡所得が見込みを上回って推移したことから、当初

予算額を約65億円上回ると見込んだところでございます。

また、経済活動の緩やかな回復が続いたことにより、法人２税は、特に建設業やサービス業な

どの法人所得が見込みを上回って推移したことから約27億円の増、地方消費税は、個人消費など

の国内取引額が見込みを上回って推移したことから約27億円の増、道税全体では、当初予算額を

約130億円上回る約7071億円を見込んだところでございます。

○黒田栄継委員 内容について理解いたしました。

次に、普通交付税の減額精算等への対処についてお伺いいたします。

地方財政制度上、税収が上振れした場合には、来年度以降の普通交付税が減額精算される仕組

みとなっております。このため、このたびの補正予算では、減債基金に180億円を積み立てるこ

ととしています。また、国補正に伴って増額された普通交付税のうち、過去の臨時財政対策債の

償還分として算定された約63億円についても、同じく減債基金に積み立てるとのことでありま

す。

制度上、適切な対応であると受け止めておりますが、道民の方々にとっては、なぜ税収が増え

ているのに使えないのか、そういった疑問が生じる可能性もございます。改めて、制度の仕組み

や積算の考え方、今後の活用の方法についてお伺いいたします。

○浅野貴博委員長 資金担当課長中村陽一君。

○中村資金担当課長 普通交付税の減額精算などについてでございますが、普通交付税の精算

は、景気の変動の影響を受けやすい法人事業税などにつきまして、実際の収入額と、地方財政計

画を基礎とした交付税算定上の収入見込額の乖離を是正する制度でございまして、令和７年度、

道におきましては、法人２税や特別法人事業譲与税などの調定実績が交付税算定上の収入見込額

を上回って推移しておりますことから、８年度から10年までの３か年にわたり、各年度約60億

円、合計で約180億円の減額精算が見込まれます。
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また、昨年12月の普通交付税の再算定におきまして、８年度と９年度に措置される臨時財政対

策債償還費のうち、約63億円が７年度に前倒して交付されましたことから、８年度に47億円、９

年度に16億円の交付税の減額も見込まれるところでございます。

道といたしましては、こうした交付税の減額に備え、今回、あらかじめ減額見込額を減債基金

に積み立て、８年度以降の各年度に取り崩すことにより、年度間の財源調整を図ることとしてお

ります。

○黒田栄継委員 理解いたしました。

次に、公債管理特別会計繰出金、いわゆる減債基金への積み戻しについてであります。

道は、課題である実質公債費比率の改善に向けて、過去に減債基金への積立てができなかった

額を段階的に積み戻していくこととしております。このたびの補正予算でも、20億円を計上して

いるところであります。

金利上昇トレンドが鮮明になる中、財政の持続可能性の点で非常に重要な取組だと受け止めて

おりますが、今回の積み戻し額の考え方についてお伺いいたします。

○浅野貴博委員長 財政課長神長賢人君。

○神長財政課長 減債基金への積み戻しについてでありますが、道では、実質公債費比率の改善

に向けて、比率が高止まりする大きな要因であります減債基金の積立留保額を段階的に解消して

いくこととしておりまして、このたびの最終補正予算におきましても、道債の発行金利が予算積

算を下回ったことに伴う利子償還費の減や経費節減の徹底などにより生じました財源を活用し、

減債基金への積み戻しを20億円行うことといたしました。

比率は、道債に係る予算積算金利の引上げの影響などによりまして、今後も高い水準で推移す

る厳しい見通しにありますことから、引き続き、令和８年度当初予算で増額いたしました計画的

な積み戻しを着実に行うことはもとより、経費節減の徹底等により確保した財源を活用し、さら

なる積み戻しにも取り組んでまいります。

○黒田栄継委員 次に、財政調整基金積立金についてであります。

道は、このたびの補正予算で、財政調整基金に128億円を積み立て、年度末残高は408億円とな

る見通しですが、新年度予算の中で99億円を活用するため、８年度末の残高は310億円となる見

込みです。

多額の収支不足が発生する状況の中では、積み立てては取り崩すといった対応もやむを得ない

ものと考えますが、一方で、少しずつでも増やしていく努力が必要だと思われます。今後、基金

残高の一層の確保に向けて、どのように取り組んでいくのか、お伺いいたします。

○浅野貴博委員長 総務部長兼北方領土対策本部長坂本隆哉君。

○坂本総務部長兼北方領土対策本部長 財政調整基金は、大幅な歳入減や大規模災害等の不測の

事態への備えとなるほか、来年度以降も多額の収支不足が生じる厳しい財政状況にある中、中長

期的な視野に立ち、持続的な財政運営を行う上で、その残高を確保することは大変重要となりま

す。
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このため、令和７年度においても、交付税等の歳入確保に努めるとともに、歳出の削減や効率

化を徹底し、このたびの最終補正予算において、128億円の基金積立金を計上したところでござ

います。

道といたしましては、先般お示しをしました次期の行財政運営の基本方針案において、財政健

全化に向けた目標として、新たに、財政調整基金残高の確保を加えたところでありまして、今後

とも、歳入歳出予算全体の徹底した精査はもとより、年間を通じた歳入確保や効率的な予算の執

行等により財源の捻出を図り、基金残高の確保に最大限取り組んでまいります。

○黒田栄継委員 財政調整基金は、不測の事態に対応するためであったり、また、これがある程

度積んであると、様々な取組に対する選択肢も増えるという可能性もあります。行政運営の安定

に向けても、ぜひしっかりと取り組んでいただきたいというふうに思います。

次に、新基本計画実装・農業構造転換支援事業費についてであります。

このたびの補正予算では、計上済みの228億円に対して104億円もの減額が盛り込まれておりま

す。

本事業は、老朽化した共同利用施設の再編集約を支援するもので、これまでなかなか対象とな

らなかった既存施設の撤去費用も支援の対象となっております。事業によっては補助率の加算も

得られるなど、昨年度に制度が創設されてから、地域からの期待も大きく、本定例会冒頭に提案

された補正予算でも100億円が増額されたばかりであります。

しかしながら、当初予算に計上された128億円については、執行が24億円程度にとどまってお

り、共同利用施設の再編集約等に着手できなかった地域が相当程度出ているということになりま

す。地域からは、非常に多くの要望、期待が寄せられている取組であると承知しております。

本年度に繰り越して執行される６年度の補正予算分を含め、執行見込みやその課題についてお

伺いするとともに、今後、さらに地域の期待に応えて円滑に事業に着手できるよう、事前調整の

サポートなど、道としてどのように取り組んでいくのか、併せてお伺いいたします。

○浅野貴博委員長 農政部長鈴木賢一君。

○鈴木農政部長 新基本計画実装・農業構造転換支援事業費についてでございますが、本事業

は、農協などが所有する老朽化した共同利用施設の再編などを支援するため、国が令和６年度補

正予算から新たに措置したものであり、これを受け、道では、地域の実施要望を取りまとめ、予

算を計上したところであります。

こうした中、６年度補正の繰越し及び７年度予算の合計額は約265億円となりましたが、７年

度執行見込額は約61億円にとどまったことから、次年度への繰越見込額である約100億円を除く

約104億円を今回、減額することといたしました。

減額の主な要因といたしましては、地域での合意形成や事業計画の検討に時間を要することか

ら、実施時期を延長したものや、施設の再編集約に係る採択要件を満たせずに取り下げたものな

どとなっておりまして、道といたしましては、今後、地域の関係者の本事業に対する理解醸成に

向け、丁寧な説明を行いますとともに、計画の策定や磨き上げ、事業内容の精査など、地域から
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の多くの要望に応えられますよう、より一層きめ細かな支援を行ってまいります。

以上でございます。

○黒田栄継委員 先ほども申しましたが、本当に期待の高い事業となっております。しっかりと

執行されるということだけではなくて、今、最後に決意もおっしゃっていただきましたように、

それぞれの取組をしっかりとサポートいただいて、磨き上げ等、共に伴走支援をしていただけれ

ばというふうに思います。

それでは、最後に、中小企業総合振興資金貸付金についてであります。

このたびの補正予算では、現計予算額3096億円に対して198億円を減額する内容となっており

ます。

物価高やエネルギー高などにより、厳しい経営環境にある道内中小企業にとって、有利な条件

で利用できる制度融資は、引き続き大変重要な支援制度であります。

今回、大きな減額となっておりますが、今年度の利用状況をお伺いするとともに、今後、必要

とする事業者の方々が融資制度をより利用しやすくするため、道はどのような工夫を行っていく

のか、お伺いいたします。

○浅野貴博委員長 経済部長水口伸生君。

○水口経済部長 中小企業総合振興資金についてでございますが、今年度は、長引く物価高騰や

人手不足への対応等により、設備投資に慎重な中小・小規模事業者が見られましたほか、返済条

件の緩和を行う事業者が想定より少なかったことなどから、融資残高が見込みを下回り、予算と

して計上している預託額は94％の執行率となっております。

道では、融資制度について、今年度、業績向上を目指して経営改善に取り組む事業者を支援す

る貸付制度を創設しましたほか、価格高騰の影響を受けている事業者向け貸付制度などの取扱期

間を延長しますとともに、ホームページでの返済条件の変更や借換えに関する情報提供、金融機

関を対象とした出前講座の実施など、様々な機会を通じて制度の周知に努めてきたところでござ

います。

今後とも、事業者の経営環境や資金ニーズに応じた制度の見直しを行い、その利用の促進を図

り、中小・小規模事業者の資金供給の円滑化を通じて経営体質の強化を支援してまいります。

○黒田栄継委員 このたびの補正は減額補正が中心となる内容ではありますが、引き続き、皆さ

んがしっかりと考えて用意された様々なメニューが、道民の生活の向上、経済の活性化にしっか

りとつながるよう、今後も尽力いただくことをお願い申し上げまして、私の質問を終わります。

○浅野貴博委員長 黒田委員の質疑並びに質問は終了しました。

先議に係る議案に対する質疑並びに質問の続行であります。

渕上綾子君。

○渕上綾子委員 民主・道民連合を代表して、最終補正予算案について伺います。

まず、道税収入についてです。

ここ数年、道税収入は好調に推移し、令和６年度決算額は6747億円と、４年連続で過去最高額
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を更新したところです。７年度においては、当初予算の6941億円から、今回の補正予算で130億

円を増額し、7071億円を見込んでいると認識しております。

一方、多くの道民や中小企業の方々にとっては、依然として物価や原材料費の高騰が続く中

で、賃金アップや好景気といった実感は乏しいのではないかと考えます。

そこでまず、７年度の道税収入の見込みが当初予算計上額を大幅に上回ることとなった主な要

因について伺います。

また、今回の補正予算では、他県との間の地方消費税清算金や、道が市町村へ支払う税関係交

付金も計上されていますが、これらを加味した、いわゆる手取りベースでの道税収入の見込みの

状況についても併せて伺います。

○浅野貴博委員長 税務課長内見和幸君。

○内見税務課長 道税収入の増加要因についてでありますが、当初予算額との比較で主な税目に

ついて申し上げますと、個人道民税は、個人所得の増加に加え、株式の配当所得や譲渡所得が見

込みを上回って推移したことから約65億円の増、法人２税は、特に建設業やサービス業などの法

人所得が見込みを上回って推移したことから約27億円の増、地方消費税は、個人消費などの国内

取引額が見込みを上回って推移したことから約27億円の増を見込んだところでありまして、道税

全体では、当初予算額を約130億円上回る約7071億円を見込んでいるところでございます。

また、道税収入額と地方消費税清算金収支や税関係交付金を含めた実質的な収入額は、国内取

引に係る全国の地方消費税が見込みを上回って推移したことから、清算金収入が約110億円の増

となる一方で、道税収入などの増に伴う税関係交付金や清算金の支出が約186億円の増となるこ

とから、当初見込んでいた実質的な収入額を約54億円上回ると見込んでいるところでございま

す。

○渕上綾子委員 次に、地方交付税及び地方譲与税について伺います。

今回の補正予算では、地方交付税が約232億円、地方譲与税が約104億円の増額となっています

が、その具体的な理由について伺います。

○浅野貴博委員長 資金担当課長中村陽一君。

○中村資金担当課長 地方交付税などの補正についてでございますが、このたびの増額補正の主

な要因は、地方交付税につきましては、昨年12月に行われました再算定によりまして、国の補正

予算に伴う地方負担額や地方公務員の給与改定による所要額などの増に対応するため、新たに

264億円が国から追加交付されたこと、また、地方譲与税につきましては、全国的な法人所得の

増加に伴い、国税である特別法人事業税の収入額が好調に推移しておりますことから、特別法人

事業譲与税が増となることによるものでございます。

○渕上綾子委員 次に、公債費について伺います。

今回の補正予算には、発行条件の確定に伴う利子の減等として約19億円の減額が計上されてい

ます。

令和７年度においては、予算金利と比べ、実際の道債発行金利はどのように推移したのか、伺
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います。

○中村資金担当課長 道債の発行金利についてでございますが、令和７年度における道債の予算

積算金利は、国債の予算積算金利などを踏まえまして、10年債を2.0％と設定したところでござ

いますが、その発行金利の実績は、基幹債である市場公募10年債におきまして、年度当初から年

度末までの間に0.932ポイント上昇し、この間の加重平均発行金利は1.824％となっているところ

でございます。

○渕上綾子委員 次に、減債基金への積立てについて伺います。

今回の補正予算では、約243億円の減債基金積立金が計上されていますが、このような積立て

を行う理由について伺います。

また、減債基金の積立ては、実質公債費比率の改善に一定程度寄与するものと認識しています

が、今回の積立てが、比率の改善に対してどの程度効果があるのか、併せて伺います。

○浅野貴博委員長 財政局長藤原啓裕君。

○藤原財政局長 減債基金への積立てについてでございますが、令和７年度におきまして、普通

交付税の精算対象となる法人事業税などの調定実績が交付税算定上の収入見込額を上回って推移

しておりますことから、８年度からの３年間で180億円程度の減額精算が見込まれることに加え

まして、昨年12月の普通交付税の再算定において、８年度と９年度に措置される臨時財政対策債

償還費のうち、約63億円が前倒して交付されたことに伴いまして、この２年間における交付税の

減額も見込まれるところでございます。

このため、道といたしましては、来年度以降の交付税の減額に備え、このたびの最終補正予算

において、あらかじめ所要額を減債基金に積み立てることとしておりまして、これにより、実質

公債費比率の算定上の分子の算定に用いられる減債基金の積立不足額が減少するために、９年度

以降、最大0.2ポイント程度の比率の改善が見込まれるところでございます。

○渕上綾子委員 次に、減債基金への積み戻しについてです。

今回の補正予算には、満期一括償還方式の道債に係る過去の積立留保額の段階的な解消に向け

て、減債基金の積み戻しを行うため、先ほどの243億円とは別に、公債管理特別会計への繰出金

20億円が計上されています。

道では、これまでも、実質公債費比率の改善のため、毎年度の当初予算での計上も含め、段階

的に減債基金への積み戻しを実施してきたものと認識しておりますが、今回、20億円の積み戻し

を行うこととした考え方について伺います。

また、減債基金の積立留保の額は、累計で最大2530億円に上っていますが、今回の補正及び８

年度当初予算も含めた積み戻しの累計額についても併せて伺います。

○浅野貴博委員長 財政課長神長賢人君。

○神長財政課長 減債基金への積み戻しについてでありますが、道では、今後も高い水準での推

移が見込まれます実質公債費比率の改善に向けて、減債基金の積立留保額を段階的に解消してい

くこととしておりまして、このたびの最終補正予算におきましても、道債の発行金利が予算積算
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を下回ったことに伴う利子償還費の減や経費節減の徹底などに伴う財源を活用しまして、減債基

金への積み戻しを20億円行うことといたしました。

また、令和３年度以降、積み戻しに取り組んでまいりました結果、８年度当初予算に計上した

50億円を含め、累計では390億円を積み戻してきたところでありまして、引き続き、当初予算に

おける計画的な積み戻しはもとより、経費節減の徹底等による財源を活用したさらなる積み戻し

にも取り組んでまいります。

○渕上綾子委員 次に、財政調整基金について伺います。

今回の補正予算には、財政調整基金への積立金として128億円が計上されています。今回の補

正により、令和７年度末の残高見込みは、一旦、408億円となり、400億円台に達しますが、来年

度の当初予算で早速、99億円を取り崩すこととしておりますので、現時点での８年度末残高は再

び300億円台前半に戻ってしまいます。

道の予算編成の実態や財政規模を考えると、まだまだ心もとない基金残高であると考えます

が、近年の年度末残高の推移を伺うとともに、今後、財政調整基金の確保に向けてどのように取

り組むのか、伺います。

○浅野貴博委員長 総務部長兼北方領土対策本部長坂本隆哉君。

○坂本総務部長兼北方領土対策本部長 財政調整基金の年度末残高につきまして、令和４年度末

が428億円、５年度末が364億円、６年度末が353億円と推移してきておりまして、７年度末にお

いては、このたび計上しました128億円の積立てにより408億円を見込んでいるところでございま

す。

財政調整基金は、大幅な歳入減や大規模災害等の不測の事態への備えとなるほか、来年度以降

も多額の収支不足が生じる厳しい財政状況にある中、中長期的な視野に立ち、持続的な財政運営

を行うためにも、その残高の確保は大変重要となります。

このため、道といたしましては、先般お示しをしました次期の行財政運営の基本方針案におい

て、財政健全化に向けた目標として、新たに、財政調整基金残高の確保を加えたところでありま

して、今後とも、歳入歳出予算全体の徹底した精査はもとより、年間を通じた歳入確保や効率的

な予算の執行等により財源の捻出を図り、基金残高の確保に最大限取り組んでまいります。

○渕上綾子委員 次に、中小企業総合振興資金貸付金について伺います。

この予算については、昨年度の最終補正予算では3076億円の現計予算から18億円の減額であっ

たのに対し、今年度は3096億円から198億円の減額となっており、予算がほぼ同規模の中で減額

幅は拡大しています。

そこで、道は、令和７年度の資金需要をどう見込み、その結果、どういった点が見込額と異な

ったと分析しているのか、また、その分析を今後の中小企業施策にどう反映しようとしているの

か、所見を伺います。

○浅野貴博委員長 経済部長水口伸生君。

○水口経済部長 中小企業総合振興資金についてでございますが、今年度の予算における融資見
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込みにつきましては、前年度の融資実績や金融機関からの聞き取りなどを参考に必要な予算額を

確保したものでございますが、物価高騰や人手不足による影響などにより、設備投資に慎重な道

内中小・小規模事業者が見られましたほか、返済条件の緩和を行う事業者が想定より少なかった

ことなどから、融資残高が見込みを下回り、予算として計上している預託額は94％の執行率とな

っております。

道では、融資制度につきまして、今年度、業績向上を目指して経営改善に取り組む事業者向け

の貸付制度を創設したほか、価格高騰の影響を受けている事業者向け貸付制度の取扱いを延長す

るなど、資金繰りの改善を支援してきたところでございまして、今後とも、事業者の資金ニーズ

をきめ細かく把握し、制度の活用を促しますとともに、不断の見直しを行いながら、中小・小規

模事業者の経営の安定化に努めてまいります。

○渕上綾子委員 最後に、新基本計画実装・農業構造転換支援事業費について伺います。

本制度は、農業の構造転換の実現に向け、地域農業を支える老朽化した共同利用施設の再編集

約、合理化に取り組む産地を支援するものであり、基本となる国庫補助率に加えて、一定の要件

の下で道が上乗せ支援をすると、国庫補助も同じ率で上乗せされることとなっております。

道は、今定例会の冒頭で提案、先議された補正予算において、国の７年度補正予算に伴う対応

として、本事業の予算額を100億円増額し、今年度の予算額は228億円となったところですが、今

回の補正予算では、事業取下げ等により104億円が減額となっております。これは、つい先日の

補正で増額した規模を上回る大幅な減額であります。

そもそも予算額の見積りが過大だったのではないかとも考えられますが、これほどの規模の減

額が生じた具体的な要因は何なのか、所見を伺います。

また、こうした事業の取下げにより、各地域の生産活動などに悪影響が生じることがないの

か、仮に何らかの影響が生じるとしたら、道としてどのように対応するのか、併せて所見を伺い

ます。

○浅野貴博委員長 農政部長鈴木賢一君。

○鈴木農政部長 新基本計画実装・農業構造転換支援事業費についてでございますが、本事業

は、老朽化した共同利用施設の再編集約などを支援するため、国が令和６年度補正予算から創設

したものであり、道では、地域の実施要望を取りまとめ、予算を計上したところであります。

こうした中、地域での合意形成や事業計画の検討に時間を要することから実施時期を延期した

ものや、施設の再編集約に係る採択要件を満たせずに取り下げたことから、今回、約104億円を

減額することとしたものであります。

道といたしましては、事業の円滑な実施に向け、地域の農業事情や、設備投資に向けた関係者

の検討状況を十分に把握した上で、生産活動などに影響が生じないよう、計画の策定や磨き上げ

など、きめ細やかな支援を行ってまいります。

以上でございます。

○渕上綾子委員 先ほどの農政部の答弁では、事業取下げの理由を、地域での合意形成に時間を
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要した、あるいは採択要件を満たせなかったなどというような生産現場側の事情に主因があるか

のような答弁に聞こえました。しかし、今回、取下げとなったのは、全道の108ＪＡのうち18Ｊ

Ａで、総額104億円であります。

これは、個別地域の問題というより、制度そのものの使いにくさや、制度理解、あるいは制度

実装への初動対応にも課題があった可能性を示しているのではないでしょうか。そのため、全道

約６分の１の地域では制度実装ができなかったことを踏まえ、制度周知や理解促進、計画策定支

援などといった事業導入における初動対応は十分だったのかという課題を農政部として検証すべ

きではないでしょうか。

国の農業政策は、制度をつくれば終わりではありません。生産現場が使える制度でなければ全

く意味がありません。そのため、引き続き、現場と制度のミスマッチを改善するため、制度の周

知、ＪＡ及び農業者への丁寧な説明、計画策定への伴走支援、制度要件と地域事情の適合性など

といった点を含め、制度実装における初動対応の検証に基づき、本道の実情を踏まえた制度改善

策を国に要請することなどを強く求めておきます。

以上で質疑を終わります。

○浅野貴博委員長 渕上委員の質疑並びに質問は終了しました。

先議に係る議案に対する質疑並びに質問の続行であります。

真下紀子君。

○真下紀子委員 最終補正に関し、まず消費税について伺います。

地方消費税清算金収入109億2351万円の増額補正予算案が提案されています。

年々、消費税清算金収入も清算金支出も増えてきているわけですけれども、それぞれの直近の

推移をお示し願うとともに、その要因について伺います。

○浅野貴博委員長 税務課長内見和幸君。

○内見税務課長 地方消費税清算金についてでありますが、清算金の直近３年間の推移について

申し上げますと、清算金収入については、令和４年度決算額が約2733億円、令和５年度決算額が

約2712億円、令和６年度決算額が約2783億円、清算金支出については、令和４年度決算額が約

1642億円、令和５年度決算額が約1702億円、令和６年度決算額が約1727億円となっており、道を

含めた全国の地方消費税の収入額が増加したことにより、地方消費税清算金の収入と支出が共に

増加したところでございます。

○真下紀子委員 双方とも増えているのですけれども、一方で、長引く物価高のために道民生活

も営業も大変厳しい状況にある中での納税だということを忘れてはならないと思うのですね。

道税収入のうち、消費税収入が2025年度―令和７年度は1884億円と、増加の一途をたどっ

ております。消費税が５％から８％に増税となったのは平成26年度― 2014年度、10％に増税

されたのは令和元年度― 2019年度ですけれども、増税前と比較して収入額はどう推移してい

るのか、直近の決算額と併せてお示し願いたいと思います。

また、増税後の年度における法人２税の動向として、法人事業税、法人道民税それぞれの収入
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額と直近の決算額も併せてお示しください。

○内見税務課長 地方消費税などの推移についてでありますが、消費税の税率改正前後の比較で

申し上げますと、平成26年４月に税率５％から８％に引き上げられ、改正後の影響がおおむね平

年度化する平成27年度の地方消費税収入は、前年度決算額より約529億円増の約1396億円、令和

元年10月に８％から10％に税率が引き上げられ、改正後の影響が平年度化する令和３年度では、

令和元年度決算額より約192億円増の約1591億円となっており、令和６年度は約1880億円と増加

傾向になっているところでございます。

また、法人２税については、平成27年度の決算額は、法人道民税は約208億円、法人事業税が

約912億円、令和３年度の決算額は、法人道民税が約130億円、法人事業税が約1327億円、令和６

年度の決算額は、法人道民税が約137億円、法人事業税が約1572億円となっているところでござ

います。

○真下紀子委員 法人事業税は増加しているのですけれども、法人道民税は減少しているという

状況ですね。

道財政において義務的経費が増えているとおっしゃいますけれども、その財源というのは、地

方交付税を含む国の財源がほとんどであります。消費税は社会保障財源とされておりまして、毎

年、1800億円余りの納税を強いられている割には道財政は硬直したままであって、社会保障が充

実したという実感はなく、負担感が大きいと言えます。

道は、これまでの消費税増税による道民や道内経済への影響をどう受け止めているのか、見解

を伺います。

○浅野貴博委員長 経済調査担当課長大嶋正嗣君。

○大嶋経済調査担当課長 消費税増税の影響についてでありますが、令和元年10月に消費税率が

10％に引き上げられた後の、令和２年１月から３月期に実施しました道内企業900社を対象とす

る企業経営者意識調査では、大きな悪影響が残っているとした企業は6.7％、悪影響が残ってい

るとした企業は13.8％、多少悪影響が残っているとした企業が34.3％と、悪影響が残っていると

した企業が半数を超えたところでございます。

また、具体的な影響として、消費者の節約志向の高まりによる売上げ、受注の減を挙げた企業

が25.6％と最も多く、消費者の出費抑制への意識の強まりが見られましたことから、道民や道内

経済への影響が一定程度あったと認識をしております。

○真下紀子委員 さらに加えて、道民のほうは余力がなくなってきていて、増税するという場合

にも、駆け込み需要というのが少なくなっているという状況もあるわけです。

地方消費税収入が法人２税を上回ったのは、10％に増税された令和元年度― 2019年度の翌

年度からであります。消費税は、所得の少ない人ほど負担率が高い逆進性があるわけです。その

ため、増税によって、低所得であればあるほど生活が圧迫され、不公平感を強めるだけではな

く、景気悪化が進んだ原因ともなったわけですね。暮らしと営業、景気のために消費税減税を求

める声の広まりは、政府において、限定的ではありますけれども、消費税減税を検討せざるを得



【予算特別委員会 ３月10日 第２号】

ない状況となっています。

消費税収入は、道の基幹税となって、減税されれば影響は少なくないわけですけれども、逆進

性が軽減され、そして、物価高対策、消費喚起も期待されると考えるのですけれども、道の見解

を伺っておきたいと思います。

○浅野貴博委員長 総合政策部長兼地域振興監中村昌彦君。

○中村総合政策部長兼地域振興監 消費税減税についてでございますが、消費税は、全国民の社

会保障制度の基盤として、あらゆる世代で負担を分かち合い、年金、医療、介護、子育て支援と

いった施策を支える重要な財源であるとともに、税収の約４割が地方税財源となっており、地方

自治体が安定的に行政サービスを維持していくための貴重な財源にもなっております。

物価高の影響が長期に及び、道民の皆様や事業者の方々は大変厳しい状況にある中、道といた

しましては、中低所得の方々の負担軽減の観点とともに、住民に行政サービスを提供する地方へ

の影響を十分に考慮する必要があると認識しており、全国知事会と連携し、国において、国、地

方を通じた安定的な財源を確保することを前提に、責任ある議論が丁寧に行われるよう求めてい

るところでございます。

○真下紀子委員 格差是正に逆行する消費税は、減税が必要だということを申し上げておきま

す。

次に、道営住宅事業特別会計についてです。

道営住宅事業特別会計の3466万1000円の増額補正予算案が提案をされました。増額の主な要因

は、予算に比較して歳入が7318万3000円増額したとのことですけれども、歳入、歳出を具体的に

お示し願います。

○浅野貴博委員長 住宅課長菅原誠君。

○菅原住宅課長 補正予算案の内訳についてでございますが、歳入予算につきましては、消費税

の還付金が当初予算に対して増額したほか、過年度の家賃収入が増額した一方、現年度の家賃収

入や駐車場使用料が減額となったところでございます。

また、歳出予算につきましては、確定申告により確定した消費税額が当初予算に対して減額し

た一方、道債の償還金や一般会計からの借入金の金利が上昇したため、公債費が増額となったと

ころでございます。

○真下紀子委員 過年度の家賃収入が増額となったとのことなのですけれども、現年度分及び過

年度分の家賃の収納率は、それぞれどのように推移しているでしょうか。

○浅野貴博委員長 住宅管理担当課長大場一郎君。

○大場住宅管理担当課長 道営住宅家賃の収納率の推移についてでありますが、現年度の収納率

は、令和４年度が99.2％、５年度が99％、６年度が98.9％となっており、過年度は、４年度が

21.3％、５年度が30.1％、６年度が22.6％となっているところでございます。

○真下紀子委員 現年度収納率が高いので、過年度未収が減ることが期待されるわけですけれど

も、昨今の長引く物価高によって毎日の生活は厳しくなるばかりなのに、有効な対策が取られて
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いない中で、未収を防ぐためにも減額免除制度の利用が有効と考えます。

この制度の利用者数はどのように推移をしているのか、制度が必要な方々は利用できているの

か、お聞きします。

○大場住宅管理担当課長 家賃減免制度の利用世帯数の推移についてでありますが、過去３か年

の利用世帯数は、令和４年度が7346世帯、５年度が7656世帯、６年度が7626世帯となっており、

入居世帯のおおむね４割程度となっているところでございます。

道では、著しく収入が低い方のほか、失業や病気により収入が低くなった方、災害により被災

された方などにつきましては家賃の減免ができることとしており、毎年、収入申告書の配付と併

せまして、減免制度に関する案内文書により全ての入居者に周知しているところでございます。

○真下紀子委員 これからも丁寧に対応していただきたいと申し上げておきます。

委託している債権回収事業者のほうなのですけれども、ここでは行政的対応ができるのかどう

かというふうに考えます。

返済計画の対面面談、それから、福祉窓口や医療相談等への誘導などが必要な場合、道と委託

事業者はそれぞれの役割をどう果たして対応していくのか、お聞きします。

○大場住宅管理担当課長 債権回収事業者への委託についてでありますが、道では、滞納者が退

去後、収納が困難となった場合には、地方自治法に規定する指定公金事務取扱者の要件を満た

し、債権回収に関する専門知識を有する弁護士に回収業務を委託しているところでございます。

退去滞納者への対応に当たりましては、弁護士が支払い可能額の聞き取りを行い、支払い能力

に応じた分割納付の相談に応じているところでございます。

○真下紀子委員 先ほどの答弁で、歳入の増額の一方で、入居者の減少に伴う当年度家賃収入と

駐車場利用による収入減額の影響もあるということでしたけれども、入居率及び応募倍率はどの

ように推移をしているのか。入居率低下の要因をどう分析して、今後どのような対策を取ろうと

しているのか、伺います。

○大場住宅管理担当課長 道営住宅の入居率などについてでありますが、建て替えや改善工事を

円滑に進めるため、募集を停止している、いわゆる政策空き家を除いた３か年の入居率は、令和

４年度が91.6％、５年度は91.1％、６年度は90.7％となっており、応募倍率は、４年度が3.6

倍、５年度は2.5倍、６年度は2.8倍となっているところでございます。

入居率の減少は、人口減少に伴い、応募者が減少していることが主な要因と考えているところ

であり、道といたしましては、こうした空き住戸につきまして、目的外使用による柔軟な活用を

図るほか、単身世帯向け住戸の面積要件の緩和や、定期公募でお申込みのない住戸につきまして

は、速やかに随時公募を実施するといった取組を進めておりまして、引き続き、空き住戸の解消

に努めてまいります。

○真下紀子委員 公営住宅法に定められた、健康で文化的な住宅を低廉な家賃で提供するという

住宅福祉の考え方を基本に据えて、ぜひ、これは部内で周知を図っていただきたいと思います。

そして、今、高齢化や人口減少に加えて、単身世帯の増加があります。今後の北海道の動向を
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踏まえながら住宅政策を進めていくことを改めて求めたいと考えます。

今後の道営住宅政策をどのように進めていくお考えか、建築企画監にお聞きをして、質問を終

わります。

○浅野貴博委員長 建設部建築企画監大野雄一君。

○大野建設部建築企画監 今後の取組についてでありますが、本道では、特に地方都市におきま

して人口や世帯数の減少により住宅需要が低下している地域が見られるほか、単身世帯の増加な

ど、社会情勢の変化により、多様化する住宅ニーズへの対応が求められております。

こうした課題を踏まえ、道では、住宅施策の目標や施策の方向性を定める北海道住生活基本計

画につきまして、来年度末を目途に見直すこととしております。

道といたしましては、本計画に基づき、道営住宅の整備及び活用による地域の課題への対応に

取り組み、誰もが安全で安心して暮らせる持続可能な地域社会の形成に努めてまいります。

○浅野貴博委員長 真下委員の質疑並びに質問は終了しました。

以上で通告の質疑並びに質問は終わりました。

これをもって、先議に係る議案に対する質疑並びに質問は終結と認めます。

お諮りいたします。

先議に係る議案に対する意見の調整は理事会において行うことにいたしたいと思いますが、こ

れに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○浅野貴博委員長 御異議なしと認め、そのように決定いたします。

議事進行の都合により、このまま暫時休憩いたします。

午前10時56分休憩

午前10時58分開議

○浅野貴博委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

ただいまの理事会において先議に係る議案に対する意見調整を図ってまいりましたが、議案第

65号につきましては、意見の一致を見るに至らなかった次第でありますので、御報告を申し上げ

ます。

それでは、議案第65号を問題といたします。

これより採決いたします。

この採決は起立によります。

原案に賛成の諸君の起立を求めます。

〔賛 成 者 起 立〕

○浅野貴博委員長 起立多数であります。

よって、議案第65号は原案可決と決定いたしました。

次に、議案第61号ないし第64号及び第66号ないし第74号を問題といたします。
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お諮りいたします。

別に御発言もなければ、本件は、いずれも原案可決とすることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○浅野貴博委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第61号ないし第64号及び第66号ないし第74号は、いずれも原案可決と決定いたし

ました。

お諮りいたします。

先議に係る議案に対する審議経過及び結果に関する委員長報告文につきましては、委員長に御

一任願いたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○浅野貴博委員長 御異議なしと認め、そのように決定いたします。

これをもって、本委員会に付託されました先議に係る議案は議了いたしました。

お諮りいたします。

本日の議事はこの程度にとどめたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○浅野貴博委員長 御異議なしと認めます。

本日は、これをもって散会いたします。

午前10時59分散会



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


